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特別セッション 「地域を支える水資源情報の整備にむけて」 5/22（木） 13:00～15:10 

  水資源に関する国の動向について
○佐藤直哉（国土交省水管理・国土保全局水資源部水資源政策課）

地下水は、身近な水源として多様な用途に利用され、広く地域の社会や文化と関わっているところであり、その過剰
採取による地盤沈下をはじめとする障害は、その回復に極めて長期間を要する。また、地下水は一般的に地域性が極
めて高く、その挙動等の実態が不明な地域が多い。平成26年に健全な水循環の維持回復を目的として水循環基本法
が制定され、地下水として循環することが水循環に含まれると明示された。令和6年能登半島地震では上下水道等のイ
ンフラが被災し、生活用水の確保が課題となり、水循環を構成する水インフラの耐震化や地下水の活用等による代替
性・多重性の確保など、平常時からの備えの重要性が顕在化した。このような状況を踏まえ、令和6年8月に新たな水
循循環基本計画が閣議決定され、大規模災害時における代替水源として地下水活用等の取組の推進を図るため、参
考となるガイドラインや関連情報を地方公共団体に提供すること等により地域の取組を支援することなどが位置付けられ
た。

。 

本発表では、地下水マネジメントと代替水源の確保に関する取組を紹介する。 

背景 

取組内容 

【図１ 地下水マネジメント推進プラットホームの概要】 

【図２ 汎用版地下水解析（３次元水循環解析）の適用検討】 

【図３ 衛星 SAR 解析データを用いた地盤沈下量の把握検討】 【図４ 災害時地下水利用ガイドラインの概要】 

【出典】第53回国土地理院報告会 
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